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コ ミ ュニティ ・ スクールにおける学校支援のあり方に関する一考察

A Study of How School Supports Should Be at Community Schools 

小 西 哲 也* 當 山 清 実** 
KONISHI Tetsuya TOYAMA Kiyosane 

本稿は、 学校運営協議会制度導入に伴う価値評価の実証的検証を行う ために、山口県及び3府県の自治体における質問

紙調査とイ ンタ ビュー調査等を基に分析 ・ 考察を試みたものである。

コ ミ ュニティ ・ スクールの中心的な取り組みとなる学校支援活動の活性化には、 学校運営協議会において学校課題が協

議題と して挙げられるこ とや、 運営に関して委員の意見が活発に述べられるこ となど、 熟議の回数を重ね協議の質的な向

上が図られるほど学校支援をはじめとする取り組みが活性化されることが明らかとなった。

また、 こ う した取り組みをとおして、 教職員の苦労や努力が地域から理解されるこ とにもつながっているこ とがコ ミ ュ

ニティ ・ スクールの副次的な成果と して報告 されているこ とにも注目したい。

支援活動に深まり を求めるには、 地域の方々を学校に積極的に受け入れる取り組みが必要であり、 授業改善のための研

究会等への参加を促すなど、 これまで以上に開かれた学校づく り を進めることで支援活動に対する地域のエネルギーの高

まりが確認できた。

さらに、 支援活動の持続のためには、 学校を拠点と した大人の活動をより積極的に進める工夫が必要であり、 学校運営

協議会を中心に地域と学校の互恵的な関係づく り を進め、 大人の学びを充実するなど地域住民が学校を訪ねる機会を増や

すこ とが支援活動の深まりにつながるこ とが確認できた。 

キーワード : コミ ュニティ ・ スクール、 学校運営、 地域貢献、 学校支援、 学校運営協議会
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1 課題設定の理由
2004年 「地方教育行政の組織及び運営に関する法律」
の一部改正に伴い、 学校運営協議会制度が導入されるこ

と となった。 2005年度に全国で17校が学校運営協議会を
設置したのを皮切りに、 2017年 4 月 1 日現在、 その数は
3600校へと増加している '。 こ う した動きは、 2017年 3 
月 「地方教育行政の組織及び運営に関する法律」 の一部

が改正され、 学校運営協議会の設置が努力義務化となっ

たこ とからも、 今後さらに拍車がかかることが予測され

る o

とこ ろが、 学校運営協議会制度については、 これから

の時代にふさわしい学校づく りに必要であるという教育

行政や学校関係者等の共通認識のもとに導入されている

ものの、 制度価値評価の指標となる教職員の意識変化や

子どもの成長及び地域住民やコ ミ ュニティ 環境の変化等

に踏み込んだ実証分析という点では、 立ち遅れていると

言わざるを得ない状況にある。

先行研究から コ ミ ュニティ ・ スクールにおける課題を

確認しておく 。 佐藤 (2016) は、 コ ミ ュニティ ・ スクー
ル制度に対する校長の認識に関するアンケートから、 一 

般教職員の関心の低さ、 協議会自体が保護者や地域にあ
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まり知られていないこ とへの懸念が多いこ と を根拠に、

制度に対する理解不足が課題と され、 不満につながる可

能性があるこ と を指摘している。 また、 校長が、 学校運

営協議会の導入により、 自らの頭越しに意見が校外に及

ぶこ とに不安を抱 く 傾向にあるという データから、 経営

者と しての自信の不十分さによるこ とであると分析した

上で、 校長のリ ーダーシッ プやマネジメ ン ト力を強化し

ていく ことが本質的な課題であると指摘している。

大林 (2015) は、 コ ミ ュニティ ・ スクール充実に向け
た今後の研究課題と して、 学校運営協議会導入後の学校

教育の改善過程を解明するために確認 ・ 修正が必要であ

ると している。 さらに、 仲田 (2015) は、 コ ミ ュニティ ・ 
スクールの 「成果」 や 「学校改善」 に注目する一方、 組

織内部における葛藤が必ずしも十分には重視されていな

いことが問題であると している。

以上を踏まえ、 本稿は学校運営協議会制度の導入に伴

う価値評価の実証的な分析を行う ことにより、 制度を導

入していく学校、 とりわけ校長に対する理解の促進を目

指す。 

平成29年10月25 日受理
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2 研究の方法
( 1 ) アンケート調査
二つの方法により、 実証分析を試みる。 第 1 に、 2016 

年度に全小 ・ 中学校がコ ミ ュニティ ・ スクールを導入し

ている山口県において実施した大規模なアンケート調査

(以下、 「山口コミ スク調査」 ) のデータ活用である n。
本調査は、 山口県教育委員会がコ ミ ュニティ ・ スクー

ルの推進 ・ 充実の柱と している学校運営、 学校支援、 地

域貢献の三つを視点と して、 今後と も重要になると想定

した次の項目を設定した。

① 学校運営 :
取り組みの広報、 小中連携、 学力向上、 教職員の意識、

学校運営協議会の変容等。

② 学校支援 :
地域の協力、 学習支援、 児童生徒の社会性の発達、 業

務改善への寄与等。

③ 地域貢献 :
地域への関心、 学校への関心、 地域の変化、 子どもの

意識の変化や成長等。 

本調査においては、 各設問に対して次の 4 件法での回
答を求めた。

「 と てもそう思う ・ ・ ・ ・ ・ 4点」
「ややそう 思う ・ ・ ・ ・ ・ ・ 3点」

「あまりそう思わない ・ ・ ・ 2点」
「全 く そう思わない ・ ・ ・ ・ 1点」

調査の対象は、 次のとおりである。

① 山口県内の市町教育委員会に在籍する教育長、 指導

主事、 社会教育主事等教員出身の教育委員会関係者全員。 

② 山口県内の公立小中学校の校長、 教頭をはじめとす

る教職員全員。

③ 山口県の公立小中学校の学校運営協議会委員全員。 

④ 山口県内の4 市各 2 中学校区の小学6 年生、 中学3 
年生全員 (約2,000人)。
⑤ ④の保護者全員 (約2,000人)。
⑥ ④の校区内地域住民 (約6,400人)。 

アンケート調査の回答について、 各学校の 3 者 (校長、
教職員、 学校運営協議会委員) の平均値の集計結果が図
1 及び図 2 である。
なお、 平均値十 (プラス) 標準偏差以上の学校につい

ては、 コ ミ ュニティ ・ スクールの効果意識の高い学校群

(以下、 「上位群」) とする。 逆に、 平均値 (マイナス) 
標準偏差以下の学校については、 効果意識の低い学校群

(以下、 「低位群」 ) とする。 さらに、 二つの間に属する
学校を 「中位群」 と して分類表記する。 
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図一1 小学校の平均値の分布

小学校における回答の得点を分類すると、 上位群38校、
中位群149校、 低位群56校という結果となった。 

60 平均 l l l 
3.031 l中学校 
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図一2 中学校の平均値の分布

中学校における回答の得点を分類すると、 上位群18校、
中位群82校、 低位群13校という結果となった。 

( 2 ) イ ンタ ビュー調査
第 2 に、 協力自治体におけるイ ンタ ビュー調査のデー
タ を活用する。 イ ンタ ビューの対象は、 山口県及び 3 府
県の自治体の教育長、 学校教育課長他教育委員会職員、

校長、 教頭、 教論、 養護教論、 事務職員、 学校栄養職員、

児童生徒、 学校運営協議会委員、 地域住民と し、 コ ミ ュ

ニティ ・ スクールの設置により得られた成果や課題につ

いて、 それぞれの立場からの意見を聴取したものである。 

3 学校支援活動の活性化
( 1 ) 学校運営協議会における熟議の充実
コ ミ ュニティ ・ スクールに期待される機能のう ち、 必

ず行わなければならないのが 「校長が作成する学校運営

の基本方針を承認する」 機能である。 この機能により、

たとえ校長や教職員が人事異動等により入れ替わったと
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しても、 学校と地域住民等が力を合わせて学校運営に取

り組み、 特色ある学校を維持管理していく こ とが可能と

なろう 。 また、 個人の裁量による学校運営から全体の協

働による運営へと転換が図られるこ とにより、 学校内の

情報が共有化されるこ とになる。 これまでは、 外部に出

さず校内で処理されていた情報も、 むしろ積極的に公開

することで、 学校課題を地域住民と共有し、 課題解決に

取り組むことができるよう になる。 こう した制度価値を

理解し、 地域住民を信頼できるかどう かが校長にと って

重要なポイ ント と なる。

以下、 学校運営に関して行った校長へのアンケート結

果から、 平均値の高い上位群とそれ以外の低位群、 中位

群を比較検討する。 まず、 「学校運営協議会で、 学校の

課題や問題点を説明しましたか」 の問いに対して、 小学

校では全体の80%、 中学校では全体の86%が 「とてもそ
う思う」 と回答している。 その結果について、 コ ミ ュニ

ティ ・ スクールの効果意識別に 3 つに分類すると、 表 1 
のとおり となる。 

表 1 学校運営協議会で課題や問題点を説明した
「 とてもそう思う」 校長の割合 (%) 

低位群 中位群 上位群 

小学校 58.5 82.5 97.2 
中学校 75.0 84.8 94.1 

コ ミ ュニティ ・ スクールの効果意識が高い上位群に位

置する学校の校長は、 学校課題の公開に意義を見出して

おり、 低位群の学校の校長はそれが実感できていない状

況が明らかとなった。

同様に、 「保護者や地域住民は、 学校の課題や問題点

を理解していると思いますか」 の問いに対 して、 「 と て

もそう思う」 と回答した校長の割合は、 表 2 のとおりで
ある。 

表 2 保護者 ・ 地域住民が学校課題を理解している
「 とてもそう思う」 校長の割合 (%) 

低位群 中位群 上位群 

小学校 14.6 18.7 41.7 
中学校 12.5 17.7 47.1 

この結果から、 校長は概ね保護者や地域住民の理解度

が低いと認識しているものの、 それでも上位群と中位群 ・ 

低位群との間には差が見られることから、 コミ ュニティ ・ 

スクール制度を導入 ・ 継続していく 過程で、 学校と地域

住民との間に信頼感が生まれていく と考えられる。 そこ

で、 学校教育の改善過程を解明し、 評価分析をフイー ド

バツク していく仕組みの重要性が浮き彫り となった。

次に、 「学校運営協議会で、 学校の運営に関する事項

103 

について、 校長に対 して意見が述べられま したか」 の問

いに対して、 「とてもそう思う」 と回答した校長の割合

は、 表 3 のとおり である。
上位群の学校ほど、 学校運営協議会で校長に対する意

見がよ く 述べられていると回答している。 

表 3 運営に関して校長に対し意見が述べられた
「 とてもそう思う」 校長の割合 (%) 

低位群 中位群 上位群 

小学校 14.6 37.6 71.4 
中学校 12.5 38.0 58.8 

一方、 「学校運営協議会で、 学校の運営に関する事項

について校長に意見を述べましたか」 の問いに対する学

校運営協議会委員の回答結果は、 表 4 のとおりである。 

表 4 運営に関して意見を述べた

「 とてもそう思う」 運営協議会委員の割合 (%) 

低位群 中位群 上位群 

小学校 23.7 34.4 40.9 
中学校 23.7 29.2 30.5 

校長に意見をよ く 述べたと回答した学校運営協議会委

員は低い割合にと どまるなど、 校長と委員の認識に乖離

が生じている。 逆に、 低位群では、 小中学校と もに、 校

長より も学校運営協議会委員の方がよ く 意見を述べたと

回答している割合が高く なっている。

低位群と比較して上位群では、 学校運営協議会の議題

も質的充実が図られ、 発言内容にも深まりが求められる

ことから、 発言回数が減少するこ とがあるかもしれない。 

さらに、 活動の充実に伴い、 施策に対する質問や意見が

減ってく ることから、 議題の精選や整理が進んでく るこ

と も考えられると ころである。 こう した熟議や協議を繰

り返すことで、 学校運営協議会に支えられた学校の立場

を際立たせてもいる。 コ ミ ュニティ ・ スクールを充実さ

せる取り組みを続ける過程で、 学校の発言力やリーダー

シップがより発揮されるこ とにもつながっている。

いずれにせよ、 学校運営協議会での熟議は回数を重ね

るごとに学校課題の本質へと向かっていく こ とは想像に

難く ないことである。 聞き取り調査を行ったC中学校長
は次のよう に述べている。

「熟議を繰り返す中で本校の教職員の苦労を実感して

いただけるこ とが真の学校理解につながっている」 と語

り、 さらに 「『先生方の苦労は半端ではない』 という議

論が学校運営協議会において本気モードで展開され 『教

員を支えていきますよ』 という熱気が感じられます」 と

続けた。 これまで、 多 く の学校でなかなか伝えるこ とが

できなかった教職員の苦労や努力について、 熟議を重ね
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る中で学校運営協議会の委員が理解し、 地域に戻った彼

らから地域住民へと次第に伝わっていく のであろう。 上

位群の多 く の教員が、 地域の方々から 「お疲れ様」、 「体

に気をつけて」 という ねぎらいの声をかけてもら ったこ

と を証言する。 さらに、 学校運営協議会は学校課題の解

決に向けて、 様々な取り組みを協働し、 良さ を実感する

こ と を繰り返す中で、 委員相互の意識改革や信頼関係の

深化にもつながっている。 

( 2 ) 学校支援活動の深まり
児童生徒と直接地域住民が関わる諸活動については、

教職員の意識調査から 「教育水準の向上に効果ある取り

組みと して認識されていますか」 の問いに対 し、 「 と て

もそう思う」 と回答した教職員の割合は、 表 5 のとおり
である。 

表 5 地域の学校支援ボラは教育水準向上に効果がある
「とてもそう思う」 教職員の割合 (%) 

低位群 中位群 上位群 

小学校 28.3 45.1 69.4 
中学校 20.9 32.1 48.3 

また、 同じ質問に対する学校運営協議会委員の割合は、

表 6 のとおり となっており、 教職員に比べ高い割合を示
している。 

表 6 地域の学校支援ボラは教育水準向上に効果がある
「とてもそう思う」 運営協議会委員の割合 (%) 

低位群 中位群 上位群 

小学校 84.1 90.1 93.5 
中学校 90.5 91.4 94.5 

両者の意識の差については、 管理職や担当者と地域代

表と しての地域コー デイネー 夕とが連携しながら取り組

みを進めてい く 過程で、 他の教職員や保護者の関わりが

欠落してしまい、 一部関係者の努力に依存し過ぎていた

こ とが要因であると考えられる。

しかしながら、 教職員のコ ミ ュニティ ・ スクールに対

する意識の変化が、 学校運営協議会委員ほどではないに

せよ確実に高まっているこ とに注目すべきである。 それ

は、 山口県のコ ミ ュニテ ィ ・ ス ク ールの特徴でもある

「地域貢献」 の取り組みによる成果といえよう。

2014年度より大人のための早朝健康教室を開催してい
るH市A中学校では、 その教室に参加する地域の方々の
「こ んなに学校にお世話になって、 私たちにできるこ と

があったら何でも言ってほしい」 という発言からもわか

るよう に、 コ ミ ュニティ ・ スクールのプロ グラムに参加

する住民の学校支援に対するエネルギーの高まり を感じ
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るこ とができる。

こ う した取り組みの充実に伴い、 その効果に対する認

識を深めていく教員の様子を見て取ることができる。 特

に小学校では、 大人の補助を要する活動が多いこと もあ

り、 ボラ ンティ アの重要性を高く 評価する教員は多いと

考えられる。 一方、 学校運営協議会委員の回答を見ると、

いずれも高い平均値が出ており、 学校に対するボラ ンティ

ア活動を回数には関係なく 、 肯定的な営みと して位置付

けている。 地域住民にと っては、 児童生徒や教職員のた

めに汗を流すこ とは頻度にかかわらず、 よいこ とである

という認識が高いことから、 学校や学校運営協議会の働

きかけに応じて、 可能な人が、 可能な時に、 可能なこと

に奉仕できる仕組みは、 すぐに受け入れられるといえる。

さ らに、 大人の活動から学ぶ子どもたちの成長にも注

目したい。 このコ ミ スク調査の一連の取り組みと して、

現在も継続中である児童生徒へのイ ンタ ビュー調査があ

る。 地域の大人が頻繁に校内外の環境整備作業で来校す

るH市A中学校では、 その取り組みを目にし 「私たちの
ために汗を流してく ださる、姿に感謝する気持ちが大き く

なりました」 と回答している。 また、 地域の方々に授業

参加を呼びかけ一緒に授業を受けるS市T小学校では、
「大人が一緒だから真剣に 1 時間勉強できた」、 「大人も
できないこ とがあって、 教えてあげたら本気で応えてく

れた。 う れしい」 と気持ちを表現した。 さらに、 H市A 
小学校では、 宿泊研修に参加した地域の大人の行動を目

の当たりにして 「ゴミのつまりに手を突っ込んで直して

く れた。 私にはできないこ とが大人になったらできるん

だ。 かっこいい」 と大人に対する l童れを素直に語ってい
る。 このよう な子どもたちの貴重な学びを、 教職員はコ

ミ ュニティ ・ スクールだからこそと受け止めているこ と

も確かである。

一方で、 教職員と学校運営協議会委員の意識の乖離に

も注目したい。 教職員の意識で中学校においては上位群

の学校であっても、 地域の学校支援は教育水準の向上に

効果があるとの認識が50% に満たない。 低位群から上位
群にかけて次第に向上しているものの、 支援活動を全面

的に肯定するまでには進展していない。 授業やその準備

に追われ多忙を極める学校現場において、 教育課程を中

心と した授業づく りや授業研究への支援が行われること

が少ない現状では、 教職員の意識は急速には変わらない

のであろう。 しかし、 日常的に学校運営協議会委員が授

業研究に関わっている学校に目を向けると、 この質問に

対する平均値は極めて高い ( H市立A中学校 : 81%)。 
この結果から考えると、 教職員の意識変革を促すために

は、 学校運営協議会において授業や行事等の教育課程に

関する議題を積極的に取り上げ、 熟議するこ とが求めら

れる。

これからのコ ミ ュニティ ・ スクールにおいては、 地域
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住民による肯定的な営みを整理し、 行事や教育課程の中

に位置付けるこ と を学校運営協議会に諮るこ とが重要と

なる。 この協議会で承認を得る手つづきを定期的に行う

こ と を繰り返せば、 教員個人の技量に依拠した取り組み

でなく 、 人事異動に左右されない持続可能な取り組みと

して受け継がれることになろう。 同時に、 行事予定や教

育課程と して、教職員にも地域住民にも活動日的 ・ 内容 ・ 

時間等を提示することにより、 一部関係者の努力に頼る

営みでなく 、 当事者と して、 できる時にできることに取

り組めるこ と と して、 共有できるカリキュラムとなる可

能性が高い。 

( 3 ) 持続可能な学校支援
地域による学校支援を考える時に、 取り組みの持続性、

継続性に注目すると同様に、 学校と地域の関係性にも目

を向けるべきである。 これまでに行われてきた学校支援

は学校と地域の双方のごく一部の善意によって成り立つ

てきたものといえよう。 学校運営協議会を持たない現行

の仕組みの中では、 受け入れる学校側も支援者となる地

域にもいく つものハードルが存在する。 支援を続ければ

続けるほど、 双方のスト レスが大き く なる話はよ く 聞か

れると こ ろである。

仲田 (2015) は、 学校支援型コ ミ ュニティ ・ スクール
において、 学校の 「目的」 達成のための手段と して位置

付けられるのが外部との連携であり、 支援強化は手段で

あるばかりか、 それ自体が 「成果」 であると言及してい

る。 しかし、 政府から派生する 「 ト ッ プダウン方式」 の

下部に位置付けられた学校のさらに末端に、 保護者 ・ 地

域住民が位置付けられ、 それ自体が手段であると と もに

成果でもある支援強化に巻き込まれているとの強烈な指

摘をしているのである。 確かに、 学校支援における学校

と地域住民との関係には上下関係で捉えるこ と もできな

く はない。 ボラ ンティ ア自体をよいこ とだと捉えている

人々が、 善意で学校の支援をしているに過ぎず、 学校は

地域に対する効果を何ら創出はしていない。 この結果、

地域の学校支援に関わる者が固定化され、 学校内でも関

わる教員が一部の者に限定されるなど、 学校全体の行事

と して扱われるこ と も少ない。 多 く の場合、 地域を巻き

込んだカリキュラムと して根付 く こ とはな く 、 校長や中

心的な役割を担う教職員の異動で終焉を迎える取り組み

も少なく はない。

こ う した課題を解決するためには、 地域と学校の互恵

的な関係づ く りの中でいかに持続可能なカリキュラムを

作り実行していく かが重要である。 先述したとおり、 自

らの学びのために学校へ足を運ぶ地域の方々の学校支援

のエネルギーは大きい。 地域の大人のための幸せづく り

の支援こそが互恵的な関係づく りのポイ ント でもある。 

山口県における上位群では学校の基本的な取り組みと し
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て、 地域の方々が学校の敷居を越えて自由に校内に足を

運び、 自らの学びを展開するこ と を基盤と している。 実

践校の多 く が空き教室や特別教室の開放、 図書館を態い

のスペースと して活用するなど地域住民等の学びの支援

を行っている。 こ う した取り組みが地域住民の心を開き

学校支援のエネルギーを充たしてい く こ とにつながって

い る o

学校運営協議会委員や地域住民に対するアンケートの

自由記述には、 次のよう な意見がある。 「学校の公開講

座やボラ ンティ アなどの取り組みに参加するこ とで学校

に足を運ぶ機会が増え、 少子化時代に地域の子どもたち

のこ と を考えるよいきっかけになった」、 「地域と学校が

協働で運営する地域開放講座は地域ぐるみで交流できる

出会いの場だ」、 「学校へ行く ことで関わりが広がり子ど

もや大人の皆さんを知るこ とで、 行事などのイベントに

参加する意欲がわいてきました」 という ものである。 こ

のよう な意見は上位群のものであり、 すべての学校に見

られるこ とではないものの、 地域の方々の学びに向かう

力が学校を拠点に高まっていく こ とが認識できる。

Y市Y中学校の支援活動に参加するお年寄りから学校
への手紙が届いた。 「これまでも聞こえていたはずの子

どもたちの声、 野球部の皆さんの元気なかけ声、 吹奏楽

部の楽器の音色等々、 学校にお勉強やお手伝いで通わせ

ていただいて、 こ んなに心地よいものだとはじめて気づ

きました」 という内容である。 このお年寄りは、 花生け

で関わり始め、 今は筆ペン教室や絵手紙講座など自らの

学びを広げながら学校に来るこ と を楽しみにしている。 

「仲問を誘って元気で長生き します」 という校長宛の礼

状も届いた。 コ ミ ュニティ ・ スクールは、 高齢者の生き

甲斐づく り といった現代社会の大きな課題についても、

無理なく 優し く 解決に向けて導いてく れるツールと もな

る。 

4 まとめ

本稿では、 学校運営協議会制度導入に伴う価値評価の

実証的検証を行う ために、 山口県及び3 府県の自治体に
おける質問紙調査とイ ンタ ビュー調査を基に分析 ・ 考察

を行った結果、 次のよう な成果が確認された。

コ ミ ュニティ ・ スクールの中心的な取り組みと なる学

校支援活動の活性化には学校運営協議会における熟議の

充実が求められる。 学校課題が協議題と して挙げられる

こ とや、 運営に関して委員の意見が活発に述べられるこ

とで回数を重ねるごとに学校支援をはじめとするコミ ュ

ニテ ィ ・ ス クールの取り組みが活性化されるこ と。

また、 こう した取り組みをとおして教職員の苦労や努

力が地域から理解され、 コ ミ ュニティ ・ スクールの副次

的な成果と して報告されていること。 支援活動に深まり

を求めるには、 地域の方々を学校に積極的に受け入れる
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取り組みが必要であり、 授業改善のための研究会等への

参加を促すなど、 これまで以上に開かれた学校づく り を

進めるこ とで、 支援活動に対する地域のエネルギーが蓄

積されていく こ と。

さ らに、 支援活動を持続するためには、 学校を拠点と

した大人の活動をより積極的に進める工夫が必要であり、

学校運営協議会を中心に地域と学校の互恵的な関係づく

り を進め、 大人の学びを充実するなど地域住民が学校を

訪ねる機会を増やすこ とが支援活動の深まりにつながる

こ とが確認された。 

5 今後の課題
コ ミ ュニティ ・ スクールの普及 ・ 充実のための指標と

なる今後の研究課題と して次の 4 点を挙げる。
第 1 に、 教育委員会による教育ガバナンスについての

検討が必要である。 学校は、 だれによっていかに統治さ

れていく べきかという教育委員会制度に関わる課題であ

り 、 共同統治を志すコ ミ ュニティ ・ スクールの統治に関

する点である。

第 2 に、 自治体内でコ ミ ュニティ ・ スクール制度を導
入した学校と導入していない学校の差をどう埋めていく

かという こ とである。 原則的に進学先を選択できない状

況の中で、 自治体内に格差が生じている現状を教育委員

会と してどう整合性を担保していく かという点である。 

また、 地域の特色を活かした教育課程の編成については、

教育委員会主導で実施すること も視野に入れたい。

第 3 に、 教育長、 校長、 学校運営協議会長、 P T A会
長など分散されるリ ーダーシ ッ プやマネ ジメ ン ト に関す

る課題である。 正解が不明確な時代のリ ーダーシップが

どこでどのよう に育成されるのか、 だれが児童生徒の成

長に責任と権限を持つべきなのかという こ とである。

第 4 に、 子どもたちの成長を担保できる仕組みである
かという こ とである。 学校と地域が子どもたちのありた

い ;姿を共有するこ とから始まるコミ ュニティ ・ スクール
だが、 果たしてこれからの時代を生きる子どもたちの成

長を担保できるかという最も大きな課題である。 

【注】
i 文部科学省ホームページ 「 コ ミ ュニテ ィ ・ ス ク ール

導入・ 推進状況2017.4」 (最終アクセス 2017.10.25)
http://www.mext.go jp/a_menu/shotou/community/shitei/ 
detail/1386362.htm 

ii 「 コ ミ ュニティ ・ スクールにおける教員、 児童生徒、
学校、 地域の変容についての成果に関する調査研究

2016」 文部科学省委託事業 「学校の総合マネジメ ント
力の強化に関する研究」。 この調査は、 筆者が佐藤晴

雄 ( 日本大学) らと共に山口大学と協働し実施したも
のである。 調査の目的は、 コ ミ ュニティ ・ スクールに
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おける成果を把握し検証することで、 今後の山口県及

び各都道府県におけるコミ ュニティ ・ スクールの普及 ・ 

充実に資する客観的なデータや方策等を示すことであ

る。 県内外の比較を含め、 子どもたちの成長の検証に

至るまで、 コ ミ ュニティ ・ スクールの持つ可能性を継

続的に検証するものである。 
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